
企画競争に関する公告 

 

下記のとおり公告します。 

 

令和８年７月１６日 

 

                  支出負担行為担当官 

                  関東財務局総務部次長  糸井 淳 

 

記 

 

１ 企画競争に付する事項 

（１）委託業務名称       動産（非上場株式）の価格にかかる鑑定評価  

（２）業務期間         契約締結日から令和８年１２月８日（火） 

 

２ 企画競争に参加する者に必要な資格等に関する事項 

（１）予算決算及び会計令第７０条の規定に該当しない者であること。 

   なお、未成年者、被保佐人又は被補助人であって、契約締結のために必要な同意

を得ている者は、同条中、「特別の理由がある場合」に該当する。 

（２）予算決算及び会計令第７１条の規定に該当しない者であること。 

（３）令和７・８・９年度財務省競争参加資格（全省庁統一資格）において、資格の種

類が「役務の提供等」、営業品目が「調査・研究」で、「Ａ」、「Ｂ」、「Ｃ」又

は「Ｄ」等級に格付けされ、関東・甲信越地域の競争参加資格を有する者であって、

責任をもって履行（納入）することができる者、又は、当該競争参加資格を有して

いないものの、企画書の提出期限までに競争参加資格審査を受け、競争参加資格者

名簿に登録された者であって、責任をもって履行（納入）することができる者であ

ること。 

（４）関東財務局管内の所属担当官と締結した契約に関し、契約に違反し、または同担

当官が実施した入札の落札者となりながら、正当な理由なくして契約を拒み、ない

しは入札等業務に関し不正又は不誠実な行為をし、契約の相手方として不適当であ

ると認められる者でないこと。 

（５）各省各庁から指名停止等を受けていない者（支出負担行為担当官が特に認める者

を含む。）であること。 

（６）経営の状況又は信用度が極端に悪化していないと認められる者であり、適正な契

約の履行が確保される者であること。 

（７）公認会計士法第２９条に基づく業務停止を受けている者ではないこと。 

（８）本評価会社またはその関係会社から依頼を受け監査業務等に従事経験のある者で

ないこと。 



（９）公認会計士法に基づく公認会計士又は監査法人であって、「日本公認会計士協会

埼玉会」、「日本公認会計士協会千葉会」、「日本公認会計士協会東京会」又は「日

本公認会計士協会神奈川県会」に所属している会員であること。 

 

３ 「動産（非上場株式）の価格にかかる鑑定評価企画競争参加説明書（以下「説明書」

という。）」の交付及び契約条項を示す場所、期間及び時間 

（１）場  所 

埼玉県さいたま市中央区新都心１番地１ 

  さいたま新都心合同庁舎１号館 １４階 

  関東財務局 管財第二部 第６統括国有財産管理官 

   電話 ０４８－６００－１１７９（内線３４４２） 

なお、同所において下記書面の閲覧可能。 

   ・法人登記簿謄本 

   ・所有する土地にかかる不動産登記簿謄本及び公図 

（２）期  間 

  令和８年７月１６日（木）から令和８年８月３日（月）まで 

  （但し、土曜日・日曜日及び祝日を除く） 

（３）時  間 

  ９時００分から１２時００分及び１３時００分から１７時００分 

 

４ 企画競争参加事項等説明の日時及び場所 

（１）日  時    令和８年７月２４日（金） １０時００分～１１時００分 

（２）場  所    埼玉県さいたま市中央区新都心１番地１ 

さいたま新都心合同庁舎１号館 １４階 小会議室Ａ 

（３）問い合わせ先  関東財務局 管財第二部 第６統括国有財産管理官 

           電話 ０４８－６００－１１７９（内線３４４２） 

 

５ 「見積書」・「企画書」の提出期限及び場所 

（１）期  限 令和８年８月３日（月）１７時００分まで 

（２）場  所 埼玉県さいたま市中央区新都心１番地１ 

        さいたま新都心合同庁舎１号館 １４階 

        関東財務局 管財第二部 第６統括国有財産管理官 

 

６ 契約保証金 

  全額免除する。 

 

７ 委託業者の決定方法等 

  委託業者の決定に当っては、「見積書」に記載された金額に当該金額の１０％に

相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金



額を切り捨てるものとする。）をもって契約金額とするので、企画競争参加者は、

消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約金

額の１１０分の１００に相当する金額を「見積書」に記載すること。 

  また、本案件については、予算決算及び会計令第７９条の規定に基づいて作成され

た予定価格の範囲内であり、「説明書」で指定する項目のうち、必須とされた項目及

び要件を全て満たしている提案をした企画競争参加者の中から「説明書」に定める審

査方法をもって評点の高い２者を委託業者として決定する。 

 

８ 応募の無効 

  本公告に示した企画競争参加資格のない者の行った応募及び企画競争参加に関す

る条件に違反した応募は無効とする。 

 

９ 契約書の作成の要否 

  契約締結に当たり契約書を作成するものとする。 

 

１０ その他 

（１）詳細は「説明書」による。 

（２）「企画書」において使用する言語は日本語とする。 

（３）その他不明な点については、関東財務局管財第二部第６統括国有財産管理官に照

会すること。 

   電話 ０４８－６００－１１７９（内線３４４２） 


